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１．現行対策指標の実績と見込み
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海運グリーン化対策

○ 目標達成計画における対策評価指標＜2010年度見込み＞

海上輸送量（自動車での輸送が容易な貨物（雑貨）量：トンキロ）の増加＜54億トンキロ増加＞
※2010年度のＢＡＵ（通常ケース）より54億トンキロ増加するという目標

（単位：億トンキロ）

2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010

海上輸送量 275.6 311.8 283.9 298.1 293.6 298.1 302.6 307.0 312.0

　※ 2005年度まで実績、2006年度以降見込み
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鉄道貨物へのモーダルシフト

○ 目標達成計画における対策評価指標＜2010年度見込み＞

トラックから鉄道コンテナにシフトすることで増加する鉄道コンテナ輸送トンキロ＜32億トンキロ＞

（単位：億トンキロ）

2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010

輸送トンキロ数
（2000年度からの増分）

3 12 10 14 32
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トラック輸送の効率化

○ 目標達成計画における対策評価指標＜2010年度見込み＞

車輌総重量24トン超25トン以下の車両の保有台数＜120,800台＞、 トレーラの保有台数＜68,800台＞
営自率＜約１％向上＞、 積載効率＜約１％向上＞

2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010

車両総重量24トン超25
トン以下の車両の保有
台数（台）

79,500 89,500 105,400 113,800 118,400 120,800 120,800 120,800 120,800

トレーラの保有台数
（台）

66,000 67,700 66,200 67,700 68,400 68,800 68,800 68,800 68,800

営自率（％） 84.0 85.2 86.1 85.0
積載効率（％） 42.8 42.4 43.6 43.8
　※１ 2004年度まで実績、2005年度以降見込み（2005年度は11月下旬確定見込み）
　※２ 営自率と積載効率の基準年は2002年とする
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国際貨物の陸上輸送距離の削減

○ 目標達成計画における対策評価指標＜2010年度見込み＞

国際貨物の陸上輸送量（トンキロ）削減＜約92億トンキロ削減＞

2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010

国際貨物の陸上輸送量の
削減量

（1993年度からの削減分）
53.4 58 63 68 73 78 83 87 92

　※ 2002年度までは実績、2003年度以降は見込み
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２．グリーン物流パートナーシップの取組み
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総合物流施策大綱（2005-2009）

「総合物流施策大綱（2005-2009）」（以下「大綱」という。）は、平成13年に閣議決
定された「新総合物流施策大綱」以降の我が国をめぐる情勢の変化とこれらから
生ずる諸課題へ迅速かつ適確に対応するため、諸施策の総合的・一体的な推
進を図ることを目的に策定されたもの。

「総合物流施策大綱（2005-2009）」（以下「大綱」という。）は、平成13年に閣議決
定された「新総合物流施策大綱」以降の我が国をめぐる情勢の変化とこれらから
生ずる諸課題へ迅速かつ適確に対応するため、諸施策の総合的・一体的な推
進を図ることを目的に策定されたもの。

＜参考＞大綱の策定経緯

平成 9年 4月 2日
平成13年 7月 6日
平成17年 11月15日

総合物流施策大綱 閣議決定

新総合物流施策大綱 閣議決定
総合物流施策大綱（2005-2009） 閣議決定

今後推進すべき物流施策の基本的方向性

・ スピーディでシームレスかつ低廉な国際・国内一体となった物流の実現

・ 「グリーン物流」など効率的で環境にやさしい物流の実現

・ ディマンドサイドを重視した効率的物流システムの実現

・ 国民生活の安全・安心を支える物流システムの実現
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○国際拠点港湾・空港の機能向上
・スーパー中枢港湾における基幹航路確保策
・大都市圏拠点空港の整備・活用

○国内外の物流ネットワークの構築
・陸海空の輸送モードの有機的連携

○国際物流におけるロジスティクス機能
の高度化

○グリーン物流の推進
・グリーン物流パートナーシップの活用

○貨物交通のマネジメントとの推進
・適切な経路・時間帯への誘導

○情報化・標準化の推進
○物流効率化を支える人材の育成等
○物流事業に関する施策のあり方の検討

・物流セキュリティの確保
・交通安全の確保
・災害時の適確な対応
・消費者ニーズに応じた流通システム及
び食の安全・信頼の確保

PLANPLAN：：総合物流施策推進会議において、今後推進すべき具体的施策をとりまとめ総合物流施策推進会議において、今後推進すべき具体的施策をとりまとめ

DODO：：物流関係者が連携・協働しながら、取組の効果が最大限発揮されるよう推進物流関係者が連携・協働しながら、取組の効果が最大限発揮されるよう推進

CHECKCHECK：：指標を用いながら施策の進捗状況を把握し、フォローアップ指標を用いながら施策の進捗状況を把握し、フォローアップ

荷主企業と物流企業の連携・協働

地域の関係者の連携・協働

関係省庁の連携・協働

・・・関係行政機関、民間企業等の参画によるボトルネックの抽出と解消

・・・パートナーシップの構築による社会的課題への適確な対応

・・・物流システムの全体効率化に向けた施策の総合的・一体的な推進

○新規施策については、毎年度末、指標の追加・目標設定を実施。

ACTIONACTION：：フォローアップ結果を踏まえ、施策の見直し・拡充強化等を検討フォローアップ結果を踏まえ、施策の見直し・拡充強化等を検討

国際物流・国内物流の一体的展開国際物流・国内物流の一体的展開 国民生活の安全・安心を支える物流国民生活の安全・安心を支える物流効率的で環境負荷の小さい物流効率的で環境負荷の小さい物流

関係省庁の関係局長等による「総合物流施策推進会議」において、
・今後推進すべき具体的な物流施策のとりまとめ
・PDCA方式によるフォローアップ
を行い、連携・協働しながら施策の総合的・一体的な推進を図る。

関係省庁の関係局長等による「総合物流施策推進会議」において、
・今後推進すべき具体的な物流施策のとりまとめ
・PDCA方式によるフォローアップ
を行い、連携・協働しながら施策の総合的・一体的な推進を図る。

施策に施策に
フィードバックフィードバック

総合物流施策大綱の推進体制のあり方
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◆荷主企業の積極的な参加による取組の裾野の拡大
◆荷主･物流事業者の協働によるCO2排出削減計画の策定
◆関係省庁の連携による積極的な支援

CO2排出量算定ＷＧ

●多様な取組に応じた算定手法
の策定と標準化

事業調整・評価ＷＧ

●プロジェクトの醸成・評価

荷主企業・流通事業者
および各業界団体

物流事業者
および事業者団体

監査法人等 シンクタンク 研究機関 研究者
国の地方局 地方自治体 その他

JILS 日本物流団体連合会 経済産業省 国土交通省 日本経済団体連合会

グリーン物流パートナーシップ会議

トラック輸送効率化 国際複合一貫輸送

荷主別ラックの活用とトラック大型
化により多数荷主の幹線輸送を
共同化

フラットラックコンテナを活用し
JRの12ft汎用コンテナによる国
際一貫輸送を実施

グリーン物流パートナーシップ会議を通じた取組の促進

３PL事業による物流最適化

広報企画ＷＧ

●優良事例の選出とＰＲ
●普及拡大に向けた広報

物流拠点整備により保管・輸配送
を総合的に効率化し、
物流システムを最適化

複数荷主によるﾓｰﾀﾞﾙｼﾌﾄ

複数荷主の参加により大規模に
モーダルシフトを実施
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グリーン物流パートナーシップ会議
会員企業・団体

２，６２３社等
荷主企業
７７６社

物流事業者
１，３７１社

行政機関等その他
４７６団体等

平成１７年２月１日より、会員登録の受付を開始（継続中）。
平成１８年１０月２０日現在、２，６２３の企業、団体等が会員登録済。

グリーン物流パートナーシップ会議会員登録状況
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環境負荷の低減効果が明確であり、かつ、荷主企業と物流事業者のパートナーシップ
のもと、平成１７年度に物流効率化を推進する事業３３件について、平成１７年９月２日、
グリーン物流パートナーシップ会議において推進するモデル事業を決定。

環境負荷の低減効果が明確であり、かつ、荷主企業と物流事業者のパートナーシップ
のもと、平成１７年度に物流効率化を推進する事業３３件について、平成１７年９月２日、
グリーン物流パートナーシップ会議において推進するモデル事業を決定。

推進決定された事業のうち国土交通省および経済産業省において審査
を行い、一定の要件を満たした２１件に対し、補助金を交付決定。

推進決定された事業のうち国土交通省および経済産業省において審査
を行い、一定の要件を満たした２１件に対し、補助金を交付決定。

Ｈ１７モデル事業の推進決定及び交付決定について

21件33件65件合 計

4件10件20件鉄道へのﾓｰﾀﾞﾙｼﾌﾄ

4件5件11件船舶へのﾓｰﾀﾞﾙｼﾌﾄ

9件14件25件輸送共同化

4件4件9件拠点集約化

交付決定推進決定提案
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期待される効果

ＣＯ２削減量 ８，１４４t-CO2/年
ＣＯ２削減率 ８１．３％

事 業 名 ３１フィートコンテナ共同利用方式による「スーパーグリーン・シャトル列車」計画

（ＪＲ貨物と鉄道利用運送事業者による共同プロジェクト）
事業実施者 日本貨物鉄道㈱、日本通運㈱、全国通運㈱、（社）全国通運連盟

概 要
○シャトル列車の設定と鉄道利用運送業界による
チャーター
・区 間 物流の大動脈の２大都市圏間
（東京貨物ターミナル駅⇔安治川口駅）
・ダイヤ 夜間発・早朝着 朝一番配達可能なダイヤ
○シャトル列車専用３１フィートコンテナの一括設備と
共同運用
・鉄道利用運送業界で大型トラックからの転換が
容易な３１フィートウィングコンテナを一括設備
・鉄道利用運送業界の共同運用により、輸送枠と
コンテナを一体で提供する簡易な利用システムを
構築
○多くのお客様が容易に利用できるオープンシステム
・輸送頻度、輸送量の大小に係らず中堅のお客様、
トラック事業者の皆様等不特定多数のご利用者に
オープンなシステム

荷主

列車枠

３１ｆｔ

コンテナ

列車枠

３１ｆｔ

コンテナ

列車枠列車枠列車枠列車枠列車枠

３１ｆｔ

コンテナ

３１ｆｔ

コンテナ

３１ｆｔ

コンテナ

３１ｆｔ

コンテナ

３１ｆｔ

コンテナ

荷主

事業者 事業者 事業者事業者事業者事業者 事業者

鉄 道 利 用 運 送 事 業 者 各 社

共 同 運 用 シ ス テ ム

スーパーグリーン・シャトル列車

３１ｆｔ

荷主 荷主 荷主 荷主 荷主

シャトル列車による輸送枠と３１フィートコンテナの
オープン利用システム

３１ｆｔ ３１ｆｔ ３１ｆｔ ３１ｆｔ ３１ｆｔ ３１ｆｔ

東京タ 発 ２１：４６ → 安治川口 着 ５：０７
安治川口 発 ２２：４２ → 東京タ 着 ６：４２

平成17年度国土交通省補助事業の事例紹介（１）
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事 業 名 都市間静脈物流促進計画
事業実施者 大船渡市、東北汽船港運㈱、日本通運㈱大船渡支店

概 要
○沿岸部の地域特性を生かし、港湾施設等を活用した環境負荷低減のための実験的事
業として、大船渡市から釜石市までトラック輸送している生活可燃ゴミ輸送の一部を船
舶輸送にモーダルシフトする。
○トラック輸送距離を短縮するとともに、環境負荷の小さい船舶輸送へ移行し、輸送効
率を高めることでＣＯ２排出量の削減を目指す。
○地方公共団体が率先してＣＯ２排出量の削減に取り組むことで環境問題に対する住
民意識の高揚を図る。

トラック輸送距離の短縮

片道２０ｋｍ

ＣＯ２

環境負荷の小さい輸送手段に転換

排出量 １／５

片道６０ｋｍ ＣＯ２排出量
を段階的に
２０％削減

期
待
さ
れ
る
効
果

平成17年度国土交通省補助事業の事例紹介（２）
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実施後の物流
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従来の物流
事 業 名
愛知県豊田市に物流センターを建設、自動車
部品の集約を図り、全国カーメーカーデポへ
の共同輸送を行う実施計画
事業実施者
㈱ロジックス、中央精機㈱

概 要
自動車部品ﾒｰｶｰ東海地区生産拠点から納入
先である全国のｶｰﾒｰｶｰﾃﾞﾎﾟまで、各工場より
積込み発送していたが、建設する豊田市の物
流ｾﾝﾀｰへ集約輸送を行う。同時に東海地区
及び海外の他ﾒｰｶｰの製品も集約し、ﾄﾗｯｸ輸
送における共同輸送を行い、環境負荷を低減。

期待される効果

ＣＯ２削減量 １，２６３t-CO2/年
ＣＯ２削減率 １７．７％

平成17年度国土交通省補助事業の事例紹介（３）
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期待される効果

ＣＯ２削減量 ９０３t-CO2/年 ＣＯ２削減率 ３２．１％

事 業 名 トラック連結輸送の推進によるＣＯ２の削減と輸送コストのスリム化

事業実施者 ＳＴ物流サービス㈱、三協アルミニウム㈱、立山アルミニウム㈱、
大和トランスポート㈱、明穂輸送㈱

概 要

○富山から関東及び九州方面のアルミ製
品輸配送について、幹線部分を現行の
４ｔトラック１台ごとの輸送から、２台の４ｔ
トラックを連結した輸送に転換する。

○２台別々に複数荷主から積込み、幹線
は２台連結して共同輸送し、目的地で
は別々に切り離して、各配送先に向か
う。

○この転換により、環境負荷低減効果以
外に次のような効果が期待される。
幹線の運行はドライバー１人で可能。
積込み・配送時間の短縮。

◆基本構想

各倉庫
積込み

A倉庫

B倉庫

目的地へ運行

目的地へ運行

分離

連結治具

幹線輸送の効率化
(２台駆動を１台駆動)
(燃費向上１５％／台)

中継地区の設置
及び

配送運転者の確保

・２箇所降ろしから個別配
送による配送時間の早期化
・運転手運行負荷の軽減

中継地

幹線は連結輸送

（後 牽引） （前 駆動）

組み合わせ

・４t平ボデー車＋４t平ボデー車

・４t平ボデー車＋４tウイング車

・４tウイング車＋４tウイング車

車輌長さ制限内での

任意の組み合わせが

可能

連結器治具の
設備投資

一次輸送形態 二次配送形態

平成17年度国土交通省補助事業の事例紹介（４）



16

グリーン物流
パートナーシップ
会議

荷主企業と物流事業
者が連携・協働して行
うCO2排出削減に向
けたプロジェクトを造
成・推進決定
⇒モデル事業補助
⇒排出量算定指標策

定
⇒優良事例の広報

経
済
産
業
省
と

平成17年度

国
土
交
通
省
の
連
携

グリーン物流パートナーシップ会議（本省）

地方版グリーン物流パートナーシップ会議

・モデル事業、普及事業の推進決定
・モデル事業の醸成・評価

平成18年度

トラック輸送効率化

荷主別ラックの活用とトラック大
型化により多数荷主の幹線輸
送を共同化

複数荷主によるﾓｰﾀﾞﾙｼﾌﾄ

複数荷主の参加により大規模
にモーダルシフトを実施

グリーン物流に係る
取組について、一層
の裾野拡大・普及
⇒本格普及事業
⇒地方への展開

拡充

継続・拡充

【構成】
地方経済産業局、地方運輸局、地方整備局、地方自
治体、地方経済団体、荷主団体、物流団体、有識者
等で構成
【役割】
・普及事業の案件発掘・醸成
・普及事業の審査、プライオリティ付け

グリーン物流パートナーシップによる取組みの拡大
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○提案された事業のうち、パートナーシップ会議において積極的に推進すべきものを「グリーン物流
推進事業」に選定。

◆荷主と物流事業者のパートナーシップにより実施される物流改善策。

◆物流事業において排出されるCO2の削減・環境負荷の低減が明確に見込まれる。

（モデル事業）

◆従来のビジネスモデルには見られない新規性のある工夫があるもの。

（普及事業）

◆従来の取組を応用、参考にしたもの。新規性は問わないが、ＣＯ２の削減量を定量的に評価。

○モデル事業14件、普及事業64件、計78件を推進決定。

経済産業省、ＮＥＤＯの補助金交付決定は、今秋～今冬にかけての見込み。

グリーン物流推進事業

○「グリーン物流推進事業」に選定され、モデル事業については経済産業省、普及事業については、
経済産業省及び国土交通省の認定後、ＮＥＤＯの補助制度を利用できる。

補助制度の適用

グリーン物流推進事業（モデル事業・普及事業）
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平成１８年度 公募結果概要

平成１８年度グリーン物流パートナーシップ推進事業
類型別に見た傾向

※普及事業のその他は車両の大型化による積載率の向上等
※１事業で、複数の類型にまたがるものも有るが、代表的な類型に分類。

（件）
３

０

３

電子タグ
活用

７８１３１５２３１０１４合 計

６４１３１４２１６１０② 普 及 事業

１４０１２４４① モデル 事業

合 計その他
海運への
モーダル
シフト

鉄道への
モーダル
シフト

共 同

輸配送

拠 点

集約化
類 型
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○ＣＯ２排出量が２割程度
削減

○物流部門におけるＣＯ２排出
量削減に寄与

○総合物流事業の展開による
国際競争力の強化

○物流拠点施設の集約化や配
送ネットワークの合理化等によ
り、コストを２割程度削減

流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律 概要

法律の概要
非効率的な物流 効率的で環境負荷の小さい物流

支援措置

○事業許可等の一括取得
倉庫業・貨物自動車運送事業・貨
物利用運送事業の許可等のみなし

○物流拠点施設に関する税制特例
法人税・固定資産税等の特例（営業倉庫等）
○立地規制に関する配慮
市街化調整区域における施設整備のための開発
許可についての配慮

○資金面等の支援
中小企業信用保険の保険限度額の拡充
○政策金融
中小企業金融公庫等による低利融資
中小企業基盤整備機構等による高度化融資

物流事業の総合的実施の促進 社会資本と連携した物流拠点施設の整備 中小企業者等に対する支援

○低未利用地の活用（工業団
地、流通業務団地）

○物流拠点施設における地域
雇用の創出

環境負荷の低減物流改革の推進 地域の活性化

小売店

工場

物流拠点
施設

輸入

＜基本方針＞
○輸配送・保管・流通加工を総
合的に実施すること
○物流拠点を集約化し、高速道
路・港湾等の近傍への立地を
促進すること
○共同輸配送等による配送ネッ
トワークを合理化すること 等

総合効率化計画の基本方針適合性等を審査→認定
工場 小売店荷捌き用上屋

流通加工場

従来型倉庫

効 果

＜総合効率化計画＞
○流通業務総合効率化事業の
目標、内容、実施時期、物流
拠点施設の概要、必要な資金
の調達方法を記載
○ＣＯ２排出量の削減効果を（計
画実施前との比較が可能な場
合には）定量的に記載

認定件数 ３８件（H18.９末現在）
※申請中の件数：５件

○倉庫事業者の建設した新拠点に既存物流
施設（複数）の集約を図る総合効率化計画
○荷主と物流事業者の連携による共同配送、
モーダルシフト等による効率化事業を盛り
込んだ総合効率化計画

認定事例



３．実施可能性のある追加の対策・施策
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今後の展開

（１） 国土交通大臣表彰制度の創設
（２） 本年度のモデル事業・普及事業の効果分析（事後評価）を実施し、

優良事例集（「グリーン物流ハンドブック」）に取りまとめ、広く普及
（特に中小企業に向けて）
（３） 企業の社会的責任（ＣＳＲ）の見地からグリーン物流のさらなる普及

１．グリーン物流の普及

（１） グリーン物流のプロジェクト創設の前段階を支援するソフト事業の

創設
（２） 都市内物流の効率化を推進するための「都市内物流対策トータル

プラン」の策定
（３） 消費者がグリーン物流を訴求するインセンティブメカニズムの検討

（エコポイント制度）

２．グリーン物流の新たな展開
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環境ロジスティクス・データベース

運輸・通信業（陸運業）

補助事業等
認定状況

○ ○ H12 Ｈ17

○ ○ ○ ○ ○ H12 Ｈ17 Ｈ17 Ｈ17 物流環境大賞 Ｈ16

○ ○ H11 H16

○ ○ ○ ○ H10 環境レポート大賞 H16

○ ○ H13 H16Ｆ社

Ａ社

Ｂ社

Ｃ社

Ｄ社

環境報告書

ロ
ジ
ス
テ

ィ
ク
ス

モ
ー
ダ
ル
シ
フ
ト

共
同
輸
配
送

低
公
害
車
導
入

数
値
目
標
・
効
果

（
C
O
2

）

I
S
O
１
４
０
０

１

（
取
得
年

）

グ
リ
ー
ン
経
営

認
証

（
取
得
年

）

エ
コ
レ
ー
ル
マ
ー

ク

（
取
得
年

）

グ
リ
ー
ン
物
流
に

係
る
補
助
事
業

企業名

環境報告書
（物流関連記述）

認証取得状況 環境経営関連表彰状況

種類

受
賞
年
度

各社HPへのリンク可の場合、直接リンク
を行います。

業種分類別に表記

環境報告書のページあるいはデータのダウンロードが
ご希望の場合、可能なようにリンクを行います。

イメージ

平成１６年６月より大手企業等が公表している「環境報告書」などを基にして、各企業の「環境改善に向けての取り組み」の
中で、特に「ロジスティクスに関する取り組み」状況を中心にデータベース化を行い、国土交通省ホームページ上で公表。

○平成１８年９月末時点 １３１社の情報を掲載

各企業のロジスティクス面での環境改善の取り組みを把握し、物流行政の展開に当たっての基礎
資料として活用するほか、各企業の「環境経営」面での意識を高め、その取り組みの拡充や深度化
を図っていることを国民に紹介し、環境にやさしいグリーン物流の促進を図る。

主旨

（担当：総合政策局複合貨物流通課）
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グリーン物流の推進

発 掘 先進的な取組
省エネルギーへ

Action 普及・拡大

ソフト支援事業

（新規要求）

グリーン物流の推進にあ
たってのボトルネックの抽
出・解決方策の検討等、
パートナーシップの構築を
含めプロジェクト創成を支援

グリーン物流
パートナーシップ
モデル事業

荷主と物流事業者
が連携した先進的
な取組を支援

グリーン物流
パートナーシップ
普及事業

モデル事業を参考
にした取組や従来
から行われている
モーダルシフト等の
取組のうち、省エネ
効果やCO2削減効
果の高い事業を支
援

【事業スキーム案】

地方運輸局

事業者等

省エネセンター

掘り起こし 相談

公募 申請 補助金交付

トラック輸送効率化

荷主別ラックの活用とトラック大
型化により多数荷主の幹線輸
送を共同化

複数荷主によるﾓｰﾀﾞﾙｼﾌﾄ

複数荷主の参加により大規模
にモーダルシフトを実施

３PL事業による物流最適化

物流拠点整備により保管・輸配送
を総合的に効率化し、
物流システムを最適化
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■ 支援施策を体系的に示した「トータルプラン」を提示し、地域ぐるみの取組を集中的に支援

■ 物流事業者、商店街等が行う貨物車専用駐車場の整備等を支援し、荷さばき駐車対策を促進

都市内物流対策のトータルプラン策定

○都市内の大規模ビルにおける館内集配の長時間化や都市に流入する貨物車両による渋滞の発生等の問題に対して、

関係各局が個別に対応しているため、国土交通省としての総合的・効率的な都市内物流対策が不十分

○地域の関係者の利害が必ずしも一致しないため、連携した取組体制を速やかに構築することが困難

○改正道路交通法による駐車規制の厳格化にもかかわらず、十分な荷さばきスペースを確保することが困難

現状と課題

施策の内容

○ 戦略的な物流円滑化メニューの体系化
○関係各局・地方局・地方公共団体・物流事業者・荷主等の連携

都市内物流対策トータルプラン（仮称）の策定

（取組・支援のイメージ）

地域ぐるみの取組に集中的支援

ベストプラクティス
の共有

共同配送の
導入促進

共同荷さばき場
の整備支援

協議会を設置し地域ぐるみで実施

関係各局が連携支援

○調査・検討等のソフト支援

○ グリーン物流パートナーシップ モデル
事業、普及事業

○ 大臣表彰、マイスター制度

物流事業者、商店街等が連携して行う荷さばき駐車
対策のうち、新規性、効率性、普及性が高いもの等に
対し、貨物車専用駐車場の設置経費等をモデル的に
支援

荷さばき駐車対策の促進
路外荷さばき施設 路上荷さばき施設

○施策メニューが様々な関係者に対
して体系的に提示されることにより、
関係者の連携を迅速に促進

○地域の実情を踏まえた地域ぐるみ
の取組を関係各局が連携して支
援することにより、支援の効果を
最大化

○違法な路上荷さばき駐車の削減に
より、交通流の円滑化、輸送シス
テムの効率化を促進

⇒総合的な都市内物流の効率化を
実現

施策の効果

等
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エコポイント事業のイメージ

消費者

①
エ
コ
ポ
イ
ン
ト
を
も
ら
う

②
エ
コ
ポ
イ
ン
ト
を
貯
め
る

エコポイントに応じて製品・サービスを消費者やグリーン物流事業者へと還元する仕組み

「グリーン物
流」を実施し
ている事業者
が、製品に
「グリーン物
流エコポイン
ト」を付与。

（例）グリーン
物流マークを
パッケージ等
に添付する

「グリーン物
流エコポイン
ト」が添付さ
れた製品を購
入し、エコポ
イントを受け
取る。

（例）グリー
ン物流マーク
を切り取る

消費者が受け
取ったエコポ
イントを運営
事務局で管理。
ポイントを貯
めていく。

（例）切り取っ
たマークをエ
コポイント事
務局に送る

③
エ
コ
ポ
イ
ン
ト
を
使
う

グリーン物流
事業者

環境保全活動

（例）植林活動

（例）グリーン物流
の広報活動

（例）サービス
クーポン等グリーン物流

事業者
消費者

エコポイント
事務局


